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2017年度決算の概要 
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2016年度
（17/3期）

2017年度
（18/3期）

前期比

1 経常収益 821 724 △ 97

2 コア業務粗利益      502 504 2

3 資金利益 425 418 △ 7

4 非金利利益 76 86 10

5 経　費 371 367 △ 3

6 OHR 70.2% 78.1% 7.9%

7 コア業務純益 130 137 6

8 債券関係損益 27 △ 34 △ 61

9 実質業務純益 157 102 △ 54

10 一般貸倒引当金繰入額 - 0 0

11 業務純益 157 102 △ 54

12 臨時損益 12 27 14

13 うち不良債権処理費用 29 28 △ 1

14 うち貸倒引当金戻入益 5 - △ 5

15 うち償却債権取立益 11 7 △ 3

16 うち株式等関係損益 25 41 15

17 経常利益 170 130 △ 39

18 特別損益 △ 4 △ 2 2

19 当期純利益 90 89 0

20 与信関係費用 12 20 7

（単位：億円）

（注1）

（注3）

（注4）

（注5）

（注2）
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（注2） ＯＨＲ＝経費÷（コア業務粗利益＋債券関係損益） 
（注3） コア業務純益＝コア業務粗利益－経費  
（注4） 実質業務純益＝コア業務純益＋債券関係損益   
（注5） 与信関係費用＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理費用 
                －貸倒引当金戻入益－償却債権取立益 

単 体（業績ハイライト） 

Ｐ．10 

Ｐ．10 

Ｐ．5 

Ｐ．8 

Ｐ．5 
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※：17/5公表値 

89 ※ 
78 ※ 

※：17/5公表値 

2016年度
（17/3期）

2017年度
（18/3期）

前期比

1 経常収益 905 808 △ 96

2 経常利益 193 152 △ 40

3 親会社株主に帰属する当期純利益 96 102 5

（単位：億円）

 連 結（業績ハイライト） 

 【7.コア業務純益】 
 金融派生商品関係損益の増加等による

非金利利益の増加及び経費削減等により

前期比6億円増加の137億円を計上。 

 【17･19.経常利益・当期純利益】 
 有価証券関係損益の減少等により、経常

利益は前期比39億円減少の130億円、当

期純利益はほぼ横ばいの89億円を計上。 

 【2.経常利益】 
 有価証券関係損益の減少等により、前期比40億円減少の152億円を計上。 

 【3.親会社株主に帰属する当期純利益】 
 連結子会社の資本構成見直しによる「実質持分100％化」の効果により、

前期比5億円増加の102億円を計上。 
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 【1.経常収益】 
 国債等債券売却益の減少等により、前期比96億円減少の808億円を計上。 



+6 

コア業務純益の状況 
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 貸出金利回りの低下により資金利益は減少したものの非金利利益の増加等により、コア業務純益は137億円と前期
比6億円増加。 
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・コストマネジメント効果他 ▲０．８ 
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貸出金の状況 
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 採算性及び地元重視の戦略により、中小企業・個人並びに香川県・広域瀬戸内圏で貸出金残高が増加。 

 貸出金利息収入は広域瀬戸内圏及び大都市圏で増加したが、香川県では利回り低下を主因に減少。 
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+134 
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※広域瀬戸内圏：四国（香川県を除く）・岡山・広島・兵庫・福岡 

大都市圏：東京・名古屋・大阪   
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総預金の状況 
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 総預金残高は個人及び公共預金は増加したが、入札案件の抑制により法人預金が減少。 
 地元香川県内の個人預金残高は安定推移。 
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香川県内個人預金の状況 
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非金利利益の状況 
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 預り資産取扱手数料に加え、外為・デリバティブ収益及び法人コンサルティング手数料の増強により、 非金利利益は

増加。 
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有価証券の状況 
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 ポートフォリオ改善及び将来の金利上昇に備え、評価損銘柄や超長期債の売却を進めた結果、期末残高は減少。 

 期末時点の債券の修正デュレーションは円建・米ドル建とも短期化。 
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14,466 
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増減額 増減率
699 724 24 3.6%
78 48 ▲ 29 ▲37.8%

国　債 53 32 ▲ 20 ▲38.2%
地方債 15 10 ▲ 5 ▲32.6%
社　債 9 5 ▲ 4 ▲43.3%
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▲ 28 ▲ 32 ▲ 3 -
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17/3期 18/3期
前期比

その他
合計

外国債券
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円建債券 3.3 3.4 3.9 4.5 2.7

米ドル建債券 2.8 3.0 4.1 5.0 3.9

合   計 

増減額 増減率

27 ▲34 ▲61 -

25 41 15 62.7%

52 6 ▲45 ▲87.2%

株式等関係損益

合計
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不良債権・与信関係費用の状況 
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 金融再生法開示債権残高の減少と貸出金残高の増加により、不良債権比率は低下。 

 不良債権処理費用はほぼ横ばい。与信関係費用は貸倒引当金戻入益及び償却債権取立益の減少により微増となっ

たが、低水準を維持。 
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583 
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比率 
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・与信関係費用  ＝一般貸倒引当金繰入額+不良債権処理費用-貸倒引当金戻入益 
          －償却債権取立益 
・与信関係費用比率＝与信関係費用÷貸出金期中平残 
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2％ 
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自己資本・株主還元の状況 

The Hyakujushi Bank, Ltd.  11 

 内部留保積み上げ等によりコア資本は増加。自己資本比率（連結）は地元企業等への貸出増加を主因にリスクアセット

が増加した結果、前期比0.11ポイント低下。 

 株主還元は年間8円配当を継続。株主数は個人株主を中心に増加。 
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 中期経営計画期間における株主還元率等の推移  自己資本比率（連結） 

注： 棒グラフ上部の数値は、自己資本の額 

12% 

10% 

8% 

※１ 2015年5～6月に取得した100万株(442百万円）は
15/3期の株主還元に算入。 

 リスクアセット等の額の合計額（連結） 

劣後性調達 
償還・返済 
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 株主数の推移 
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86 112 90 89
21 23 23 23

1株あたり配当（円） 7.0 8.0 8.0 8.0
配当性向 24.4% 21.1% 26.1% 26.3%

12 12 3 0
（※1）38.6% （※1）32.1% 30.3% 26.3%

当期純利益（億円）
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劣後性調達 
償還・返済 

110億円 



Ⅱ．中期経営計画の進捗状況 

チャレンジ・バリュー 
～金融の枠を越え、新たな価値を共創～ 

(プラス) 



中期経営計画 経営目標の進捗状況 
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 収益性、効率性、健全性の観点から、以下の３つの指標を経営目標に置き、各種施策の実行により達成を目指す。 
 初年度である2017年度は収益性及び効率性は達成。利益積み上げにより健全性の改善・達成を図る。 

【健全性】 

【収益性】 【効率性】 
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計画 計画値比 
+11.9億円 

3.34% 

3.58% 

3.14% 3.10% 
3.18% 

2.50%

3.00%

3.50%

4.00%

16年度 17年度 18年度 19年度 

実績 

計画 

計画値比 
+0.44% 

9.42% 

9.53% 9.52% 
9.33% 

9.60% 

8.50%

9.00%

9.50%

10.00%

16年度 17年度 18年度 19年度 

実績 

計画 

計画値比 
▲0.10% 

現中計期間 
現中計期間 

現中計期間 



中期経営計画戦略体系図 
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金融の垣根を越えて地域の「ありたい」にとこ
とん関わり、地域と一緒に成長する 目指すべき姿 

 

 
 

【行動指針】どんなときもお客さまと地域を徹底的にサポート 

 地域社会 
地域別戦略の明確化 
地方創生への取り組

み強化 

 

お客さま・地域と当行が共に成長する好循環の実現 

 法人顧客 
事業性評価の深化を通じ

たコンサルティング営業 
事業ステージに応じた

バリューアップ 

 

 個人顧客 
ライフステージに応じた

サービス提供 
個人営業の変革 

 

営
業
力 

地域価値創造に 
チャレンジ 

事業価値向上に 
チャレンジ 

生涯価値向上に 
チャレンジ 

市場運用 

の強化 

運用体制 
整備 

運用強化 

運
用
力 

事
業
基
盤 

 チャネル改革 

営業店事務改革 
本部業務改革 
経費削減 

働き方改革 
 営業店表彰制度改革 

グループ力強化 

 生産性向上  組織力強化  アライアンス  リスク管理高度化 

対面（店舗網）の 
  再編成 
非対面の拡充 
 

 
 

 リスクと収益の統合
的な管理 

 

◆地方公共団体 

◆四国アライアンス 

◆各種外部連携 

(プラス) (プラス) (プラス) (プラス) (プラス) 

経営基盤 ◆ICT戦略 ◆業務継続計画（マスタープラン） ◆ガバナンス ◆コンプライアンス  ◆戦略的CSR 

使命感 

（経営理念） 

危機感 

（外部環境） 

計画期間 
2017年4月 

~2020年3月 



3つのチャレンジ（地域価値創造） 
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 香川県内、広域瀬戸内圏、大都市圏の各営業地域毎の戦略を明確化。香川県内は取引先のメイン化及び地方創生
への取組みを通じて、顧客・地域と当行が共に成長する好循環の実現を図る。 

 昨年4月に創設した「地域創生部」を中心に地公体との連携強化を通じ、地域や地元企業の成長及び活性化を支援。 

香川県内 

110 

272 

0

100

200

300

16年度 17年度 

（件） 

中小企業支援施策 

活用件数 

253 

296 

150

200

250

300

350

16年度 17年度 

（件） 

創業・第二創業 

支援件数 

8,537  

8,843  

9,228  
9,461  9,565  

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

14/3期 15/3期 16/3期 17/3期 18/3期 

（先） 
香川県内法人取引先数 

地公体等連携 

百十四銀行 

百十四経済研究所 

地方創生カルテ 
《戦略版》 

香川県 

8市9町 

KPI進捗
管理 

地域への貢献 
･付加価値額増大 
･地元雇用の創出 

提案 

地方創生カル
テ《戦略版》に
基づき、地域
特性に応じた
提案等を戦略
的に展開 

地方創生カルテ（戦略版） 

まんのう町 

有償アドバイザリー契約
を結び、「まんのうひま
わりオイル」のブランド
化を柱とした地域振興
策を支援。販売促進に
加え、町のＰＲサイト・動
画を作成。 

   うどん県ＩＴ活用推進コンソーシアム 

ＩＴ利活用の推
進による中小
企業の生産性
向上を目的に、
ＩＴ経営の専門
家組織等と共
同設立。2018
年4月にＩＴ導入

補助金セミナー
を開催。 

シェア拡大 うちメイン先 

6,058先 
たかまつ創業塾 

多度津町 

同町策定のタウンプロモーションや地域活
性化に向けた提言を実施。観光振興を目的
に多度津町版ＤＭＯ設立に向けた助言等を
実施中。 

全国初！ 



3つのチャレンジ（地域価値創造） 
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 広域瀬戸内圏ではメイン取引先数や貸出平残が増加。 
 大都市圏では貸出平残が減少するも、貸出金利回りの改善により収益ROAが改善。 

広域瀬戸内圏 
（県外四国、岡山、広島、兵庫、福岡） 

・メイン先の課題解決を通じた収益
基盤の強化に取り組む 

1.10 

1.17 

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

16年度下期 17年度下期 

（%） 収益ROA（注） 

7,064  
7,440  

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

17年3月末 18年3月末 

（先） 

法人取引先数（与信先等） 

8,703  
9,254  

108 
112 

90

100

110

120

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

16年度 17年度 

（億円） （億円） 

一般貸出（除く公金）平残・利息収入 

平残（左軸） 利息収入（右軸） 

0.83 
0.87 

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

16年度 17年度 

（%） 貸出金利回り 

大都市圏 
（東京、名古屋、大阪） 

・取引の効率性を最重視 
 

低

採

算

取

引

の

見

直

し

 

R

O

A

最

重

視

 

収

益

基

盤

強

化

 

36 87 
181 61 

216 

375 

0

200

400

600

2015年度 2016年度 2017年度 

（件） 販路開拓支援件数 

それ以外 

香川県内企業同士 

（注）収益ROA=  貸出金利息収入+私募債利金+役務等収益 
               貸出末残（除く公金）+私募債末残+対顧ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ 

うち 
ﾒｲﾝ先

2,694先 



256 

220 

66 

65 

52 
27 

資金関連 課題解決型ビジマ 

売上増加型ビジマ 事業承継・M&A 

経営支援・計画策定 海外関連 

3つのチャレンジ（事業価値向上） 
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 取引先に事業性評価シート（１１４バリューアップシート等）を開示し、課題等について対話する取組みが定着。人材
育成にも注力した結果、各種ソリューションの実行件数も着実に増加。 

 事業性評価を通じて「広く」、「深く」、「永く」、お客さまの成長をサポートしていく方針。 

1,874  

2,349  
2,100  

2,340  
2,600  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

16年度 17年度 18年度 19年度 

（先） 

事業性評価先数（累計） 

実績 計画 

2015年10月 
 融資部に事業性評価ﾁｰﾑ設置 
2016年7月 
 114ﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟｼｰﾄ（注）制定 
2017年4月 
 地域創生部にﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟﾁｰﾑ設置 
2017年7月 
 114ﾊﾞﾘｭｰ“ﾌﾟﾗｽ”ｼｰﾄ（注）制定 
 

態勢整備 

ｿﾘｭｰｼｮﾝ実行件数内訳 

事業性評価能力向上研修 
 4回開催、83名受講 
行外武者修行制度（取引先へ1年間派遣） 

 累計10名派遣 
事業性評価検定試験（金融検定協会主催） 

 合格者数322名 
 

人材育成 

事業性評価に関するこれまでの取組み 

営業店表彰制度へ組み込み 
取引先向けIRで114ﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟｼｰﾄ作
成希望先を募集 

その他 

日本M&Aセンター主催（2017年5月） 
「第5回バンクオブザイヤー」表彰式 

157  

1,108  

370  

670  

1,000  

0

300

600

900

1,200

16年度 17年度 18年度 19年度 

（件） 
114ﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟｼｰﾄ等作成件数 

実績 計画 

92  

686  

420  

920  

1,500  

0

300

600

900

1,200

1,500

16年度 17年度 18年度 19年度 

（件） 
ｿﾘｭｰｼｮﾝ実行件数 

実績 計画 
（注）当行の事業性評価を顧客に開示するにあたり分析内容及び経営課題等

を整理したｼｰﾄ。114ﾊﾞﾘｭｰ“ﾌﾟﾗｽ”ｼｰﾄは114ﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟｼｰﾄの簡易版 



3つのチャレンジ（事業価値向上） 
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 取引先のニーズに応じて必要な資金を迅速に提供するとともに、課題解決のためのソリューションを提供する。 
 

貸 

出 

ABL・ABF（注） 

90  

151  

260  

0

100

200

300

16/3末 17/3末 18/3末 

（億円） 融資残高 

役 

務 

収 

益 

ビジネスマッチング 事業承継・Ｍ＆Ａ 国際業務部門の取り組み 

50  

133  

231  

0

50

100

150

200

250

16/3末 17/3末 18/3末 

（件） 取引件数（累計） 

107 119 240 255 275 

0

100

200

300

16年度 17年度 18年度 19年度 

（百万円） 手数料収入 

実績 計画 

303 

556 

500 
600 

700 

0

200

400

600

800

16年度 17年度 18年度 19年度 

（件） 販路開拓支援件数 

63 83 
240 255 275 

0

100

200

300

16年度 17年度 18年度 19年度 

（百万円） Ｍ＆Ａ手数料収入 

実績 計画 

504 

680 

670 
745 

820 

0

300

600

900

16年度 17年度 18年度 19年度 

（件） Ｍ＆Ａ相談件数 

437 424 

430 430 430 

0

200

400

600

800

16年度 17年度 18年度 19年度 

（百万円） 
外国為替売買益 

実績 計画 

1,242  

1,643  

1,190  1,210  1,230  

600

1,000

1,400

1,800

16年度 17年度 18年度 19年度 

（百万円） 外為手数料・保証料 

農業分野への取り組み 

34  

53  

30  30  30  

0

10

20

30

40

50

60

16年度 17年度 18年度 19年度 

（億円） 融資実行額 

実績 計画 （注）ABL・ABF：商流等に基づく流動資産を主体とする対象資産に着目し、定期的なモニタリングや各種コベナンツの設定等、
当行固有の機能・ノウハウを活用したファイナンススキーム。有担保取引をABL、無担保取引をABFと総称。 



3つのチャレンジ（生涯価値向上） 
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お
客
さ
ま
の
資
産
運
用
及
び
資
産
形
成
を
ご
支
援
す
る
業
務
の
基
本
方
針 

ＫＰＩ 

基 本 方 針 

 長期・積立・分散を意識した顧客本位の提案で、お客さまの資産形成を徹底的にサポート。 
 専門知識を有した行員の育成及び販売態勢整備にも注力。 
 利益確定売り等の増加で預り資産残高は減少。一方、注力している積立投資信託及びＮＩＳＡは着実に増加。 

誠実・公正な資産運用・資産形成のご支援 

お客さま本位の販売態勢の整備 

サービス品質の向上 

お客さま本位の徹底とプロフェッショナル人材の育成 

積立投資信託口座数 

お客さま向けセミナー 

6,270  
7,424  

5,000

6,000

7,000

8,000

17/3期 18/3期 

（先） 

FP技能士人数 

1,091  1,156  

81 83 

400

700

1,000

1,300

17/3期 18/3期 

（人） 

休日相談会 

3,019  3,188  3,170  3,352  3,592  3,970  

0

2,000

4,000

6,000

16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 

（億円） 預り資産残高実績及び計画 

実績 計画 

1,172 1,239 

3,341  3,160  

21 
16 

0
5
10
15
20
25

0

1,000

2,000

3,000

17/3期 18/3期 

（会場） （人） 

35  44  

81 81 

0

50

100

150

17/3期 18/3期 

（人） 
125 

116 

年金等 

住宅 
ﾛｰﾝ等 参加 

人数 

会場数 

1級 

2級 

投信・年金販売の電子化 

お客さまの帳
票記入が不要 

営業店の事務
負荷軽減 

対話時間 
の創出 

投資信託ロボアドバイザー 

サービス品
質の向上 

26,249  27,768  28,080  

20,000

25,000

30,000

16/3末 17/3末 18/3末 

（件） NISA契約件数（累計）推移 

投信･金融商品仲介・一払保険合計 



3つのチャレンジ（生涯価値向上戦略） 
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 「ライフステージに応じたサービス提供」と「ＩＣＴを活用したお客さま本位の営業の実践」によって、お客さまの生涯価値
を創造するサービス業への転換を図る。 

個人ローンの増強 

コンサルティングツールの活用（例） 

4,610  4,829  5,127  
5,441  

231  
240  

268  
287  

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 

（億円） 

無担保ローン 

住宅ローン 

家計の現状や将来
のライフイベント
を踏まえた提案を
お客さまに分かり
やすく実施。 

適切なチャネル及
びお客さまのライ
フステージに応じ
た商品・サービス
の提案により、住
宅及び無担保ロー
ンは順調に増加。 

モバイルバンキングの拡充 

2018年1月、「百十四銀行アプリ」の取扱いを開始。 

「口座開設申込み」 
「個人ローン申込み」等 

→スマートフォンで運転免許
証を撮影することで、氏名
や住所を自動読み取り。 

「店舗・ATM」 

→地図上に当行店
舗・ATMが表示。
GPS機能利用によ
り近くの店舗ATM
が表示される。 

FacebookやLINE等のSNS登
録を行えば、キャンペーンや
イベント等の情報がタイム
リーに配信される。 

投資信託ロボアドバイザー
「ミライノシサン」による無
料診断が可能。 



5つのプラス（チャネル改革） 
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 営業力の強化と顧客サービスの向上のため、対面チャネルの再編成と非対面チャネル拡充等のチャネル改革を進める。 
 昨年度は香川県内で2店舗を統合を実施したほか、モバイルバンキングの機能を拡充。 

対面チャネル（店舗）の再編成 非対面チャネルの拡充 

2018年8月に個人インターネットバンキングの全面更改を予定。 

主な新機能 
①住所変更 
②定期預金、外貨預金の新規口座開設 
③明細照会期間の拡大（最大2か月→24か月） 

2017年8月：端岡出張所統合
（店舗内店舗化） 

2018年3月：庵治出張所統合
（店舗内店舗化） 

Web通帳・家計簿アプリ等 
の検討 

5年～10年後には店舗数の2割程度削減を目指す 

2019年3月の導入を目指すオープンAPIを基盤に、お客さまの
利便性向上を実現するサービスの拡充を図る。 

お客さま 

スマホアプリ 
ﾌｨﾝﾃｯｸ 
企業① 

ﾌｨﾝﾃｯｸ 
企業② 

ﾌｨﾝﾃｯｸ 
企業③ 

当行 

API 

当行 

銀行システム 

（スマートフォン等） 

オープンＡＰＩによるサービス拡充 

新
サ
ー
ビ
ス ﾌｨﾝﾃｯｸ 

企業④ 

窓口来店客数の減少 
ICTの進展（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ取引等の拡大） 

・非対面チャネルの充実との両輪で実施 

・店舗毎の分析に基づく全体計画を策定中 

店舗統廃合のスピードアップのため、本中計では統廃合の
ノウハウを取得 



リサイクルキャッシャ クイックカウンター 返却カウンター サービスカウンター

5つのプラス（生産性向上） 
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 事務の課題を解決し、事務負担を軽減するために営業店事務改革を行い、営業人員を創出する。 
 店頭スタイル転換及び事務集中化を試行し、新融資支援システム導入。効率化と営業力強化に繋げる。 

2018年1月、新たな融資支援システム（通称「ＡＣＥ」）を

導入。稟議書の内容を反映した契約書や伝票の自動作
成により、事務の効率化及び堅確化を実現。 

新融資支援システムの導入 

 

事業性評価の深化 

コンサルティング営業の強化 

営業店事務改革 

店頭スタイルの転換 

後方事務極小化および顧客接点型事務のセンター集中 

35業務

を対象

に試行 

お客さま：伝票ご記入不要、待ち時間短縮 

行  員：現金確認や伝票入力等が不要 

試行から本格導入へ 

主な処理業務 

電信振込処理業務 

口座振替依頼書確認業務 

取引時確認記録書確認業務 

税金・公共料金収納業務 

代金取立手形受付処理業務 

データ伝送データ受付票処理業務 

郵送代行業務 他28業務 

合計 6か店で5名の人員削減 

小ロット
多品種
の事務
を集中 

稼
働
前

 

稼
働
後

 

対顧客業務の時間及び人員の創出 



5つのプラス（組織力強化） 

The Hyakujushi Bank, Ltd.  23 

 本年4月に営業関連の本部組織を従来の商品・サービスから機能別に再編。営業力強化に向け、営業店の人員を40
名増強。 

 ＩＣＴ活用による生産性向上やチャネル改革を進め、営業人員の更なる増強を図る。 

 営業統括部  営業戦略部（名称変更）

 営業企画グループ  営業戦略グループ（名称変更）

 チャネル戦略グループ  (同左)

 営業店統括グループ  (同左)

 お客さま相談センター  (同左)

地域創生部 地域創生部（機能特化）

 地域活性化推進グループ 地域創生グループ

 コンサルティンググループ

ソリューション推進部（新設）

個人営業部（廃止）  コンサルティンググループ

 個人営業企画グループ  資産形成グループ

 住宅ローン業務グループ  コンサルティングプラザ店

 ローンプラザ店

 年金センター

 個人ローン業務センター 業務支援部（新設）

 クレジットセンター  ローン業務センター

 ＤＢセンター  資産業務センター

 ＤＢセンター

金融業務部（廃止）

 資産運用グループ

 業務管理グループ

総務部 総務部

総務グループ  (同左)

庶務管財グループ  (同左)

コンプライアンス法務室

改　正　前 改　正　後

コンプライアンス法務室

（総務部部内室へ）

本部組織再編 

2018年4月 

生産性向上・チャネル改革 

投信・保険販売のタブレット化 

新融資支援システムの導入 

ペーパレス会議システムの導入 

個人インバン更改・機能拡充 

店舗再編の進展 

営業店事務改革の本格運用 



四国創生 

 2017年7月 
 投資信託「四国アライアンス地域創生ファンド『四国の未来』」を取扱開始 

 2017年9月 
 健康に関する情報提供サービスをセットした保険商品「四国の絆」を取扱開始 

 2017年10月 
 東京証券取引所と四国創生に向けた基本協定締結 

 2017年11月 
 いよぎん証券の名称を「四国アライアンス証券」へ変更することを公表 

 2018年1月 
 ファンド運営会社「四国アライアンスキャピタル」を設立 

 2018年3月 
 起業・創業意識の向上等を目的に「第一回四国アライアンスビジネスコンテスト」を開催 

5つのプラス（アライアンス） 
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 四国の地銀4行による包括提携「四国アライアンス」では、各行が健全な競争関係を維持しつつ、それぞれの強み・ 
ノウハウを結集して、コストをかけずにスピード感を持って四国創生に取り組む。 

 「興す」「活かす」「繋げる」「育む」という4つに、これらを支える「協働する」を加えたテーマのもと、多くの施策を実施。 

総額70億円のファンド組成 

その他の施策 

4行ビジネスマッチングの推進 

共同設立したファンド運営会社を通じて事業承継
や再生支援を目的にファンド組成 

 

事業承継ファンド 

40億円 
再生ファンド 

30億円 

2017年5月の開始以降、ニーズ登録件数、
成約数ともに順調に増加 

 
初年度実績 
 ニーズ登録件数：2,000件突破 
 成約件数   ： 300件突破 

有償化による 
新たなビジネスモデルの構築 

主な実施施策 



市場運用力強化 
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有価証券運用 
の目標 

• 収益目標達成（利息配当金減少抑制＋売買損益維持） 
• 健全で最適なポートフォリオの構築・運営 

運用戦略 
• リスクアセット維持の前提下、投資アロケーションの多様化・最適化を通じた収益極大化 
• 機動運用の対象資産拡大と取引の更なる積極化 
• 総合損益＊重視のポートフォリオ運営強化 

実施施策 

• 投資商品、通貨、地域、リスク等の分散投資を強化し、リスク許容度の範囲内で安定して
キャリーを確保するポートフォリオを構築 

• 市場見通しや予兆管理に基づく取引資産の選択、及び機動的な入替・売買取引の強化 
• 損失計上も選択肢に入れたポートフォリオ運営による健全性維持、及び取引機会の創出 
 ＊ 総合損益 ＝ 資金利益 ＋ 売買損益 ＋ 金融派生商品損益 ＋ 前期末比評価損益増減 

158 158 

27 

-34 

-50

0

50

100

150

（億円） 
利益実績及び計画 

有価証券利息 

債券売買益等 

838  824  791  791  

8,529  7,693  7,234  7,236  

2,078  
2,124  2,950  2,970  

2,415  
1,973  1,788  1,785  

0

4,000

8,000

12,000

16,000

17上実績 17下実績 18上計画 18下計画 

（億円） 
有価証券期中平均残高 

株式 円建債券 外貨建債券 投資信託 

13,860 
12,615 12,763 12,782 

 有価証券利息は計画を上回るが、ポートフォリオ改善の過程における売却等で債券関係損益はマイナスとなった。 
 適切なリスク管理体制のもと、分散投資を強化しつつ、安定したキャリー確保と機動的運用による超過収益確保に努める。 

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
改
善
 

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 

143 141 140 

28 28 28 

有価証券利息 

債券売買益等 

186 

123 
171 169 168 

計画 

計
画

 

実
績

 



ESG（環境） 
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 金融商品・サービスの提供、地域の森林育樹活動、省エネ店舗等を通じ、環境配慮型社会の実現に取り組んでいる。 

環境配慮型金融商品 

創業130周年事業として開始し

た「フォレストマッチング協働の
森づくり」。 
10回目となる昨年は四国アライ
アンス4行が各行が実施してい
る森林保全活動に相互参加。 

本店ビルは「ダブルスキン工法」を用いた
大規模改修で省エネに貢献した等の理由から 
から「BELCA賞（注） ベストリフォーム賞」を受賞。 

フォレストマッチング 省エネ店舗 

環境配慮型私募債（百十四オリーブ債） 

環境サポート融資（百十四オリーブファンド） 

再生可能エネルギー事業支援融資（百十四エネルギーサポート） 

紙クロス通帳（Hi-Co通帳） 

リサイクル可能な 
紙クロスを使用 
植物性インキで 
印刷 

Environment 

森林整備によりCO2吸収量
増加に貢献 
（10年間で12,300kg-CO2） 

CO2吸収量認定書 

（注）長期にわたり適切な維持保全や優れた改修を実施した
既存建築物を表彰する制度。公益社団法人ロングライ
フビル推進協議会（BELCA）が選定する。 



ESG（社会） 

The Hyakujushi Bank, Ltd.  27 

 本業活動を通じてお客さまや地域の成長を支援するとともに、働き方改革によりやりがい持って長く働ける環境の整
備に積極的に取り組んでいる。 

2018.4月 

瀬戸内モニターガールズ バーバパパ号の運行 

Social 

各種経営セミナー 各種商談会 

地方創生への貢献 

お客さまの本業支援を通じて地方創生に貢献 

働き方改革 

職員が働きやすい職場づくりに努め、優秀な人材の確保・定着を図る。 

2017年9月取得 2016年7月取得 

NEW事業所内保育所 

2018年4月開設 

えるぼし（最高位） プラチナくるみん 

地域活性化への貢献 

各種イベントの企画・開催により地域活性化に貢献 

ホワイト500取得 

2019年4月の取

得を目指し、さら
なる健康経営の
実践に努める 

目
標
25
％ 
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200
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（人） 

女性管理職人数・比率 

人数 
女性比率 

NEXT 
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域 

従 

業 

員 



ESG（ガバナンス） 
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 ガバナンス強化は当行の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に不可欠との認識のもと、体制整備に努めている。 
 昨年度は監査等委員会設置会社へ移行し、監査・監督機能の強化及び意思決定の迅速化を図った。 

 

コ
ー
ポ
レ
ー
ト 

・ス
タ
ッ
フ
部
門 

市  

場  

部  

門 

営
業
関
連
部
門 

監
査
等
委
員
会
室 

監査等委員会 

株主総会 

ガバナンス協議会 

取締役会 

監 

査 

部 

委 員 会 経営執行会議 

監査等委員会設置会社への移行 

2017年6月に監査等委員会設置会社へ移行 

監
査
等
委
員
会 

監査等委員でない取締役の指名・
報酬等に関する意見陳述権 

監査等委員である取締役に対し、
取締役会の議決権を付与 

取締役会の権限の一部を取締役に
委任 

取締役の選任や報酬の決定プロセスの透明化 

取締役の指名 
監査等委員でな
い取締役の報酬 

カバナンス協議会 
（社外取締役を中心とした取締役会の諮問機関） 

必要に応じて取締役会に助言 

ガバナンス協議会の設置 

Governance 

取締役会の評価 

社外取締
役4名  

(15名中） 

当行のガバナンス強化の取り組み 

社外取締役4名を含む6名で構成 



株主還元・資本政策 
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 内部留保の積み上げによる自己資本充実を図るとともに、安定した配当を継続的に行うという基本方針のもと、1株当
たり年間配当8円に加え、株主還元率30％程度を目途に機動的な自己株式取得を実施することとしている。 

 2018年度は創業140周年を記念して記念配当1円（株式併合考慮前）を実施する予定。 

2,108  
2,381  2,368  2,364  

2,660  

1,215  
1,238  

382  

38.6% 

32.1% 
30.3% 

26.3% 29.5% 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

15/3期 16/3期 17/3期 18/3期（予） 19/3期（予） 

（百万円） 
自己株式取得額 年間配当金 

株主還元率 

【年間配当】 
2016年3月期より1株当たり8円を継続 

【創業140周年記念配当】 
2018年11月1日に創業140周年を迎えるにあたり、株主の皆さまの日頃のご支援にお応
えするため、2019年3月期の中間期末については50銭、期末については5円00銭（注）の
記念配当を実施する予定 

 

1株あたり
年間配当 

7円 8円 8円 8円 49.5円 

 うち記念 
5.5円 

（注） 

（注）株式併合を考慮しない場合の19/3期予想年間配当は9円
（うち記念配当1円）である 

株
式
併
合
実
施 

2018年10月1日 

◆単元株式数の変更 
  1,000株→100株 

◆株式併合 
  10株→1株 



2018年度業績見通し 
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2017年度
（18/3期）

実績

2018年度
（19/3期）

予想
前期比

1 経常収益 808 780 △ 28

2 経常利益 152 155 2

3 親会社株主に帰属する当期純利益 102 100 △ 2

（単位：億円）

152 155 

0
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200

18/3期実績 19/3期予想 

（億円） 2.経常利益 

102 100 

0
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18/3期実績 19/3期予想 

（億円） 3.親会社株主に帰属する 
当期純利益 

前期比 
+2 

前期比 
△2 

2017年度
（18/3期）

実績

2018年度
（19/3期）

予想
前期比

1 経常収益 724 660 △ 64

2 コア業務粗利益      504 498 △ 6

3 資金利益 418 403 △ 15

4 非金利利益 86 94 8

5 経　費 367 376 9

6 コア業務純益 137 122 △ 15

7 債券関係損益 △ 34 11 45

8 実質業務純益 102 134 32

9 一般貸倒引当金繰入額 0 0 0

10 臨時損益 27 6 △ 21

11 経常利益 130 140 9

12 特別損益 △ 2 △ 6 △ 4

13 当期純利益 89 90 0

14 与信関係費用 20 21 1

（単位：億円）

単 体 
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（億円） 11.経常利益 
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18/3期実績 19/3期予想 

（億円） 13.当期純利益 

前期比 
+0 前期比 

+9 

連結（業績予想） 

経常収益（780億円、前期比△28億円） 

経常利益（155億円、前期比+2億円） 

親会社株主に帰属する当期純利益（100億円、前期比△2億円） 

連 結 

単体（業績予想） 

経常収益（660億円、前期比△64億円） 

経常利益（140億円、前期比+9億円） 

当期純利益（90億円、前期比+0億円） 



本説明資料やＩＲ全般に関するご意見、ご感想、お問

い合わせは、下記までお願いいたします。 

  

事前に百十四銀行の許可を得ることなく、本資料を転写・複製し、または第三者に配布することを禁止いたします。本資料は、情報の提

供のみを目的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。本資料に記載された事項の全部または

一部は予告なく修正または変更されることがあります。なお、本資料に含まれている将来の業績に係る記述は、現時点で入手可能な情

報に基づき判断したものであり、将来の業績は経営環境の変化等の様々な要因により変動する可能性がありますことにご留意ください。 

  本日は、ありがとうございました。 

電    話 

Ｆ   Ａ   Ｘ 

E - m a i l 

HPｱﾄ ﾞﾚｽ 

０８７（８３６）２７８７ 

０８７（８３６）３６７７ 

keiki.kikaku@114bank.co.jp 

http://www.114bank.co.jp/ 

株式会社百十四銀行 経営企画部  経営企画グループ 


